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川 島 町 歳 入 歳 出 決 算 

 

第１ 審査の概要 

 

１ 審査の対象 

令和２年度川島町一般会計歳入歳出決算 

令和２年度川島町国民健康保険特別会計歳入歳出決算 

令和２年度川島町学校給食費特別会計歳入歳出決算 

令和２年度川島町介護保険特別会計歳入歳出決算 

令和２年度川島町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算 

 

２ 審査の期間 

令和３年７月９日、７月１５日、７月１６日の３日間 

 

３ 審査の方法 

令和２年度川島町歳入歳出決算の審査にあたっては、予算が関係法令等に従っ

て適切かつ効率的に執行されたか、収入及び支出の事務並びに財産の取得、管理

及び処分は適正に処理されたか等について、慎重に審査した。 

 

第２ 審査の結果 

 

１ 審査意見 

令和２年度川島町歳入歳出決算については、決算書及び同附属書類並びに関係

帳簿及び証拠書類等を照合審査した結果、計数に誤りのないことを確認した。 

また、予算の執行等にあたっては、関係法令及び予算議決の趣旨に沿って、適

正に行われているものと認められた。 
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第３ 決算の概要 

 

１ 一般会計 

（１）決算の状況 

決算額は、表１及び表２のとおり、歳入合計９９億２，４５２万１，２９８円、

歳出合計９１億８，００９万７，９０３円で、形式収支額は７億４，４４２万３，

３９５円、実質収支額は６億１０８万３９５円の黒字となっている。 

また、前年度の決算剰余金である実質収支額３億６，０１５万８，８８２円を差

し引いた単年度収支額は２億４，０９２万１，５１３円の黒字となっている。 

予算現額に対する決算額の割合は、歳入における収入率は９９．６％、歳出にお

ける執行率は９２．２％となっている。また、収入率、執行率をそれぞれ前年度と

比較すると、歳入が０．１ポイント、歳出が１．３ポイントとそれぞれ減少した。 

なお、予算現額及び決算額を前年度と比較すると、表１のとおりである。 

（表１）                           （単位：円・％） 

区 分 予算現額 
決算額 予算現額対比 

収入済額 支出済額 差引額 収入 支出 

令和２年度 9,959,849,000 9,924,521,298 9,180,097,903 744,423,395 99.6 92.2 

令和元年度 7,117,320,000 7,093,817,725 6,657,253,843 436,563,882 99.7 93.5 

増減 2,842,529,000 2,830,703,573 2,522,844,060 307,859,513 － － 

前年度比 39.9 39.9 37.9 70.5 － － 

※予算現額対比及び前年度比の各数値は小数点以下第２位を四捨五入。 

（表２） 一般会計総括収支の状況   （単位：円） 

区       分 令和２年度 令和元年度 差引増減 

歳入合計  A 9,924,521,298 7,093,817,725 2,830,703,573 

歳出合計  B 9,180,097,903 6,657,253,843 2,522,844,060 

歳入歳出差引額 C (A－B) 744,423,395 436,563,882 307,859,513 

翌年度へ繰越すべき財源 D 143,343,000 76,405,000 66,938,000 

実質収支  E (C－D) 601,080,395 360,158,882 240,921,513 

単年度収支  F (E－前年度 E) 240,921,513 46,270,637  194,650,876 

積立金（財政調整基金分） G 92,487,234 601,326 91,885,908 

町債繰上償還金 H 0 0 0 

積立金取崩(財政調整基金分) I 0 0 0 

実質単年度収支 J (F+G+H－I) 333,408,747 46,871,963 286,536,784 
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令和２年度の一般会計決算の特徴は、次のとおりである。 

① 歳入総額は、国庫支出金、県支出金、固定資産税などが増加したことにより３

９．９％の増加、歳出総額は、総務費、民生費、農林水産業費、消防費、教育費

が増加したことにより３７．９％の増加となった。 

② 町税は、前年度に比べて２１０万円増加した。これは、固定資産税、軽自動車

税が増加したためである。 

③ 地方交付税は、普通交付税が増加したことにより、前年度に比べて７，５５４

万円増の１０億８７２万円となった。 

次に、本年度の一般会計決算状況を歳入、歳出別に見ると次のとおりである。 
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（２）歳入について 

  令和２年度の一般会計における収入済額の対前年度伸び率は、プラス３９．９

０％となっている。収入済額を財源別に見ると、表３のとおりである。 

収入済額に占める割合の高いものについて見ると、町税（構成比３４．５０％）

の伸び率はプラス０．０６％で、構成比では１３．７３ポイント減少している。

地方交付税（構成比１０．１６％）の伸び率はプラス８．１０％で、構成比では

２．９９ポイント減少している。町債（構成比６．９８％）の伸び率はプラス１

０９．５０％で、構成比では２．３２ポイント増加している。 

（表３）           自主財源・依存財源年度別比較表 

区   分 
令和２年度 令和元年度 

比較増減 伸び率 
収入済額 構成比 収入済額 構成比 

 円 ％ 円 ％ 円 ％ 

自 主 財 源 4,151,466,083 41.83 4,192,111,421 59.10 △40,645,338 △0.97 

町 税 3,423,469,341 34.50 3,421,365,583 48.23 2,103,758 0.06 

分担金及び負担金 17,980,162 0.18 34,130,344 0.48 △16,150,182 △47.32 

使用料及び手数料 60,652,965 0.61 58,371,422 0.82 2,281,543 3.91 

財産収入 28,468,287 0.29 16,148,131 0.23  12,320,156  76.29 

寄 附 金 49,436,881 0.50 84,452,000 1.19 △35,015,119 △41.46 

繰 入 金 0 0 14,387,631 0.20 △14,387,631 △100.00 

繰 越 金 436,563,882 4.40 313,942,245 4.43  122,621,637  39.06 

諸 収 入 134,894,565 1.36 249,314,065 3.51 △114,419,500 △45.89 

       

依 存 財 源 5,773,055,215 58.17 2,901,706,304 40.90 2,871,348,911 98.95 

地方譲与税 117,470,000 1.18 117,854,011 1.66 △384,011 △0.33 

利子割交付金 1,869,000 0.02 1,804,000 0.03 65,000  3.60 

配当割交付金 9,850,000 0.10 11,718,000 0.17 △1,868,000 △15.94 

株式等譲渡所得割交付金 11,736,000 0.12 7,051,000 0.10 4,685,000 66.44 

法人事業税交付金 25,288,000 0.25 0 0 25,288,000  

地方消費税交付金 471,182,000 4.75 395,667,000 5.58 75,515,000 19.09 

自動車取得税交付金 0 0 26,710,737 0.38 △26,710,737  

環境性能割交付金 16,712,021 0.17 8,084,275 0.11 8,627,746 106.72 

地方特例交付金 22,392,000 0.23 45,606,000 0.64 △23,214,000 △50.90 

地方交付税 1,008,729,000 10.16 933,184,000 13.15 75,545,000 8.10 

交通安全対策特別交付金 5,223,000 0.05 4,880,000 0.07 343,000 7.03 

国庫支出金 2,927,721,001 29.50 574,214,670 8.09 2,353,506,331 409.87 

県支出金 462,487,193 4.66 444,433,611 6.27 18,053,582 4.06 

町 債 692,396,000 6.98 330,499,000 4.66 361,897,000 109.50 

合    計 9,924,521,298 100.00 7,093,817,725 100.00 2,830,703,573 39.90 
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収入済額に占める自主財源の割合は４１．８３％、依存財源の割合は５８．１

７％となっており、前年度に比べて自主財源の割合が１７．２７ポイント減少し

ている。 

 

（３）歳出について 

  令和２年度の一般会計における支出済額の対前年度伸び率はプラス３７．９％

となっている。支出済額を性質別に見ると、表４のとおりである。 

（表４）          性質別支出済額年度別比較表 

区   分 
令和２年度決算額 令和元年度決算額 

比較増減 伸び率 
支出済額 構成比 支出済額 構成比 

  千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ 

義務的経費 2,927,612 31.9 2,677,341 40.3 250,271 9.3 

人件費 1,339,463 14.6 1,182,490 17.8 156,973 13.3 

扶助費 984,327 10.7 885,436 13.3 98,891 11.2 

公債費 603,822 6.6 609,415 9.2 △5,593 △0.9 

          

投資的経費 879,989 9.6 498,950 7.5 381,039 76.4 

普通建設事業費及び災害

復旧事業費 
879,989 9.6 498,950 7.5 381,039 76.4 

          

その他の経費 5,372,497 58.5 3,480,963 52.2 1,891,534 54.3 

物件費 1,265,006 13.8 1,480,956 22.1 △215,950 △14.6 

維持補修費 113,851 1.2 107,644 1.6 6,207 5.8 

補助費等 3,098,335 33.8 938,541 14.1 2,159,794 230.1 

積立金 94,354 1.0 84,064 1.3 10,290 12.2 

投資及び出資金・貸付金 138,279 1.5 0 0.0 138,279  

繰出金 662,672 7.2 869,758 13.1 △207,086 △23.8 

前年度繰上充用金 0 0.0 0 0.0 0  

合    計 9,180,098 100.0 6,657,254  100.0 2,522,844 37.9 

   

支出済額に占める義務的経費の割合は３１．９％で、前年度に比べて８．４ポ

イント減少している。投資的経費の割合は９．６％で、前年度に比べて２．１ポ
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イント増加している。その他の経費の割合は５８．５％で前年度に比べて６．３

ポイント増加している。 

支出済額に占める割合の高いものについて見ると、義務的経費のうち人件費

（構成比１４．６％）の伸び率はプラス１３．３％で、扶助費（構成比１０．

７％）の伸び率はプラス１１．２％となっている。投資的経費では普通建設事業

費及び災害復旧事業費（構成比９．６％）の伸び率はプラス７６．４％で、その

他の経費のうち物件費（構成比１３．８％）の伸び率はマイナス１４．６％とな

っている。 

 

（４）財政収支について 

 令和２年度の川島町歳入歳出決算の状況を見ると、一般会計は歳入総額が９９億

２，４５２万円、歳出総額が９１億８，００９万円となっている。前年度に比べて

歳入総額が２８億３，０７０万円（３９．９％）の増加、歳出総額が２５億２，２

８４万円（３７．９％）の増加となっている。 

 これは、歳入においては、主として、国庫支出金が２３億５，３５０万円、県支

出金が１，８０５万円、固定資産税が４，９５６万円増加し、歳出においては、表

５のとおり、総務費が１９億５，３６６万円、民生費が３，６２３万円、農林水産

業費が３，１８４万円、消防費が３億６，２９０万円、教育費が１億１，７４７万

円、災害復旧費が３，４３０万円増加したことによるものである。 

 なお、不用額は、表６のとおり、６億６２７万円で、前年度に比べて３億４，１

４６万円増加となっている。 

 また、歳入総額を自主財源と依存財源に大別して見ると、前年度に比べて、自主

財源は４，０６４万円減少し、依存財源は２８億７，１３４万円増加している。 

 歳出総額を性質別に大別して見ると、前年度に比べて、投資的経費が３億８，１

０３万円、義務的経費が２億５，０２７万円増加、その他の経費も１８億９，１５

３万円増加となっている。 

 歳入総額と歳出総額の差額、すなわち形式収支額は７億４，４４２万円となり、

前年度に比べて３億７８５万円の増額となっている。 

 翌年度に繰り越すべき財源は１億４，３３４万円で、実質収支額は６億１０８万

円となり、前年度の実質収支額３億６，０１５万円を差し引いた単年度収支額は、

２億４，０９２万円の黒字となっている。 



－ 7 － 

 

（表５）           歳出款別前年度比較表 

区   分 
令和２年度 令和元年度 

比較増減 伸び率 
支出済額 構成比 支出済額 構成比 

 円 ％ 円 ％ 円 ％ 

１議会費 94,074,180 1.0 93,963,961 1.4 110,219 0.1 

２総務費 2,993,239,882 32.6 1,039,577,458 15.6 1,953,662,424 187.9 

３民生費 2,099,918,352 22.9 2,063,678,464 31.0 36,239,888 1.8 

４衛生費 617,486,413 6.7 628,005,080 9.4 △10,518,667 △1.7 

５労働費 194,750 0.0 240,150 0.0 △45,400 △18.9 

６農林水産業費 236,577,902 2.6 204,731,783 3.1 31,846,119 15.6 

７商工費 29,587,082 0.3 23,339,421 0.4 6,247,661 26.8 

８土木費 732,875,144 8.0 736,522,382 11.1 △3,647,238 △0.5 

９消防費 903,208,508 9.8 540,306,690 8.1 362,901,818 67.2 

10教育費 826,962,872 9.0 709,486,445 10.7 117,476,427 16.6 

11災害復旧費 42,251,008 0.5 7,943,100 0.1 34,307,908 431.9 

12公債費 603,686,514 6.6 609,414,909 9.2 △5,728,395 △0.9 

13諸支出金 35,296 0.0 44,000 0.0 △8,704 △19.8 

14予備費 0 0.0 0 0.0 0 0.0 

合    計 9,180,097,903 100.0 6,657,253,843 100.0 2,522,844,060 37.9 

 

（表６）           歳出・不用額前年度比較表 

区   分 令和２年度 令和元年度 比較増減 

 円 円 円 

予算現額 9,959,849,000 7,117,320,000 2,842,529,000 

支出済額 9,180,097,903 6,657,253,843 2,522,844,060 

翌年度繰越額 173,478,000 195,258,000 △21,780,000 

不用額 606,273,097 264,808,157 341,464,940 

 

（５）主要な財政指標について 

  健全な財政運営の要件は、収支の均衡を保ちながら経済変動や住民要望に対応
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しうる弾力性を持つことである。一般会計における財政力の動向、財政構造の弾

力性を判断する主要な財政指標の年度別推移は表７のとおりである。 

  ア 財政力指数   

    普通交付税の算定に用いられる基準財政収入額を基準財政需要額で除して

得た数値の過去３年間の平均値をいい、地方公共団体の財政力を示す指数と

して用いられる。財政力指数が１を超える場合は普通交付税の不交付団体と

なる。 

この３年間の平均（平成３０年度～令和２年度）は０．７９０で、前年度

の平均（平成２９年度～令和元年度）の０．７８９と比較すると０．００１

ポイント上昇している。令和２年度（単年度）については、０．７７９で令

和元年度（単年度）に比べ０．０１８ポイント減少した。 

  イ 経常収支比率 

    財政構造の弾力性を判断するための指標として用いられるもので、人件費、 

扶助費、公債費等の義務的性格の経常経費に、地方税、地方交付税、地方譲

与税を中心とする経常一般財源収入がどの程度充当されているかを見るもの

であり、この数値が高いほど財政が硬直化していることになる。令和２年度

は８１．９％で前年度に比べて３．７ポイント減少している。 

  ウ 自主財源比率 

    自主財源は地方公共団体が自主的に収入しうる財源で、地方税や分担金及

び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄附金、繰入金、繰越金、諸収入

が該当する。自主財源の多寡は行政活動の自主性と安定性を確保できるかど

うかの尺度となるものであり、税収入の多寡により自主財源の比率が左右さ

れる。 

令和２年度は４１．８％で前年度に比べて１７．３ポイント減少している。 

  エ 実質公債費比率 

    財政構造の健全性を示す指標の一つとして用いられるもので、地方債を借

り入れた際、毎年度の元金償還金及び利子の支払いに要する経費を公債費と

いい、この公債費の一般財源に占める割合を実質公債費比率といい、過去３

年間の平均の比率を算出したものであり、これが１８％以上だと公債発行は、

埼玉県知事の許可が必要となる。 

この３年間の平均（平成３０年度～令和２年度）は４．６％で、前年度の



－ 9 － 

平均（平成２９年度～令和元年度）の５．１％と比較すると０．５ポイント

減少している。また、令和２年度（単年度）については、３．３％で前年度

と比べて２.１ポイント減少している。 

  オ 義務的経費比率 

歳出のうち、義務的経費とされる人件費、扶助費、公債費の占める比率を

示すもので、この経費の占める割合が大きいほど、経常的経費が増大傾向に

あり、地方公共団体の財政の健全化を図るためには義務的経費を抑えること

が望ましい。令和２年度は３１．９％で前年度に比べて８．３ポイント減少

している。 

主要な財政指標の年度別推移 

（表７）   単位：％（財政力指数を除く） 

区  分 
財政力指数

（※） 
経常収支比率 自主財源比率 

実質公債費比率

（※） 
義務的経費比率 

令和２年度 0.790 81.9 41.8 4.6 31.9 

令和元年度 0.789 85.6 59.1 5.1 40.2 

平成３０年度 0.775 86.9 58.4 4.6 40.7 

平成２９年度 0.757 89.4 57.1 4.0 42.3 

    ※３か年の平均値 
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（６） 留意または改善を要する事項 

令和２年度の一般会計歳入決算状況は、総額９９億２，４５２万円であり、前年

度より２８億３，０７０万円増加、前年度対比１３９．９％である。町税収入済額

は３４億２，３４６万円で予算現額を７，６４０万円上回り、前年度対比１００．

０６％であった。主要町税調定額の過去５年間の推移をみると表８のとおりである。

（表８）   主要税額推移（現年、調定額）           （単位：円） 

年度 平成 28年 平成 29年 平成 30年 令和元年 令和２年 

個人町民税 995,827,900 976,778,980 989,399,400 987,209,249 978,093,080 

法人町民税 302,466,000 267,081,600 299,525,100 281,544,700 239,563,300 

法人税割額 216,418,400 177,903,900 212,996,700 192,462,800 146,015,700 

均等割額 86,047,600 89,177,700 86,528,400 89,081,900 93,547,600 

法人数 604 605 613 640 636 

固定資産税 1,744,672,400 1,745,823,400 1,867,359,700 1,911,771,100 1,966,613,500 

軽自動車税 65,463,100 65,469,700 68,600,900 71,203,200 75,058,100 

町たばこ税 171,058,717 167,646,815 168,803,987 170,042,198 167,210,365 

町税合計額 3,279,488,117 3,222,800,495 3,393,689,087 3,421,770,447 3,426,538,345 

（表は調定額ベースのため、収入済額ベースの決算書とは一致しない。軽自動車税には環境性能割を含む） 

 個人町民税には大きな変化はなく、人口減少と高齢化等の進行をみれば長期的に

は下降傾向はやむを得ないであろう。法人町民税のうち法人税割額は各年の企業業

績に左右されるが、令和２年度においては法人町民税の税率の変更の影響により減

っているようである。新設法人と町内への進出法人が増えているが、法人数は変化

がなく、均等割額は安定的税源である。固定資産税が着実に伸びているが、これは

大規模な家屋の新築と、それに伴う償却資産の増加によるものであり、課税標準額

の推移は表９のとおりである。 

（表９） 固定資産税課税標準額推移 
 

(単位：千円) 

年度 平成 28年 平成 29年 平成 30年 令和元年 令和２年 

土地 39,573,940 40,037,797 40,031,614 40,070,886 40,047,836 

家屋 60,023,296 60,528,606 65,334,830 67,438,383 70,313,878 

償却資産 26,705,447 25,980,775 29,943,155 30,805,663 31,553,882 
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これらは町内への進出企業による投資が大部分を占めると思われ、圏央道エリア

の地理的重要性が今後も期待される。軽自動車税は税額改定による増加であり、年

税額が高い新規登録車が増加している。 

 このように、本年度町税収入は好調な税収を確保することができ、加えて所管課

の地道な努力により、現年分の収納率が９９．５５％という高い徴収実績を維持す

ることができ、健全な財政運営に大きく寄与している。 

 歳出は、総額９１億８，００９万円で、前年より２５億２，２８４万円増加して

いる。今年度は翌年度に繰り越すべき財源が近年になく多く、１億４，３３４万円

である。これは新型コロナウイルス感染症に伴う感染拡大防止対策事業の繰越によ

るものが多くを占める。実質収支額は６億１０８万円の黒字であり、昨年度より２

億４，０９２万円増加している。黒字が増えた原因の一つがすでに述べた新型コロ

ナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金であり、もう一つが不用額の増加である。

今年度の不用額は６億６２７万円で、前年度の１２９．０％、３億４，１４７万円

の増加である。詳細に見ていくと公共施設整備基金費での不用額の発生が目立つ。

これらは限られた財源の効率的執行の観点から、事業見込み、予算計上精度の精緻

化を追求すべきであろう。 

 健全化判断比率における実質公債費比率は、前年度５．１％から４．６％に減少

した。減少の理由としては、下水道事業が公営企業会計に移行し、公営企業に要す

る経費の財源とする地方債の償還の財源に充てたと認められる繰入金が減少したこ

とによるものである。将来負担比率は令和元年度の３１．９％から今年度２９．

６％に減少している。今年度末の町債残高は６３億１，１７０万円で昨年度より１

億１，８７０万円増加している。実質公債費比率と将来負担比率ともに県内町村平

均値を下回り、健全な財政運営が維持されている。 

 

ア 健全な財政運営の推進 

健全な財政運営を推進することによって、一層信頼性の高い行政サービスを提

供するよう努められたい。 

 

イ 適正な債権管理 

公平な負担と限られた財源を確保する観点から、引き続き徴収体制の強化に努

めるとともに、徴収の一元化の方策等も検討されたい。 
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 ウ 公有財産、基金等の活用、その他の事業について 

  町財政を取り巻く環境が一層厳しくなる中、社会情勢等の変化に対応し、公有

財産の適正な管理と基金の有効な活用に努められたい。 
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２ 財産の管理について 

 令和２年度における公有財産、物品、債権及び基金の現在高は、表１０のとおり

である。 

（表１０）         公有財産、物品、債権及び基金の現在高 

区  分 令和２年度末現在 令和元年度末現在 比較増減高 

公 

有 

財 

産 

土 地 541,013.46 ㎡ 539,075.08 ㎡ 1,938.38 ㎡ 

建 物 73,841.39 ㎡ 73,121.24 ㎡ 720.15 ㎡ 

山 林 0 ｈａ 0 ｈａ 0 ｈａ 

動 産 0 件 0 件 0 件 

物 権 0 ㎡ 0 ㎡ 0 ㎡ 

無体財産権 0 件 0 件 0 件 

有 価 証 券 0 株 0 株 0 株 

出資による権利 147,934.2 千円 9,655.2 千円 138,279 千円 

物 品 136 件 140 件 △4 件 

債 権 0 円 0 円 0  円 

基 

金 

不 動 産 0 ㎡ 0 ㎡ 0 ㎡ 

動 産 0 件 0 件 0 件 

有 価 証 券 0 円 0 円 0 円 

現金(土地含む) 2,104,847,684  円 1,859,128,571  円 245,719,113 円 

  基金は、公共施設整備基金が１８６万円増加、国民健康保険特別会計財政調整

基金が１億円増加、介護保険給付費準備基金が５，０００万円増加しており、基

金全体では、前年度に比べて２億４，５７１万円の増加となっている。 
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３ 特別会計 

令和２年度の特別会計については、表１１のとおりであるが、国民健康保険特別

会計ほか３会計の合計は、歳入総額が４６億３，７２６万円、歳出総額が４４億１，

８７４万円となっている。前年度に比べると、歳入総額が４，４９２万円（０．９

６％）、歳出総額が２，５０５万円（０．５６％）の減少となっている。 

（表１１）                          （単位：円・％） 

特別会計 

区 分 
予算現額 

決算額 
予算現額 

対比 

収入済額 支出済額 差引額 収入 支出 

国民健康保険 2,513,371,000 2,505,156,065 2,371,438,677 133,717,388 99.7 94.4 

学校給食 55,103,000 54,850,950 54,543,825 307,125 99.5 99.0 

介護保険 1,860,619,000 1,847,505,691 1,770,589,404 76,916,287 99.3 95.2 

後期高齢者医療 234,000,000 229,754,753 222,177,325 7,577,428 98.2 94.9 

合 計 4,663,093,000 4,637,267,459 4,418,749,231 218,518,228 99.4 94.8 

※予算現額対比及び前年度比の各数値は小数点以下第２位を四捨五入。 

 

（１）国民健康保険特別会計 

ア 決算の状況 

令和２年度の決算額は、歳入合計２５億５１５万６，０６５円、歳出合計２３

億７，１４３万８，６７７円で形式収支は１億３，３７１万７，３８８円の黒字

である。 

収入済額・支出済額を前年度と比較すると、収入済額は１億７４１万４，４３

３円、４．１％、支出済額についても１億２２１万２，５４２円、４．１％とと

もに減少となった。また、予算現額に対する決算額は収入率が９９．７％で執行

率は９４．４％となっている。 

なお、予算現額及び決算額を前年度と比較すると、次の表１２のとおりである。 

（表１２）                             （単位：円・％） 

区 分 予算現額 
決算額 予算現額対比 

収入済額 支出済額 差引額 収入 支出 

令和２年度 2,513,371,000 2,505,156,065 2,371,438,677 133,717,388 99.7 94.4 

令和元年度 2,589,820,000 2,612,570,498 2,473,651,219 138,919,279 100.9 95.5 

増減 △76,449,000 △107,414,433 △102,212,542 △5,201,891 － － 

前年度比 △3.0 △4.1 △4.1 △3.7 － － 
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※予算現額対比及び前年度比の各数値は小数点以下第２位を四捨五入。 

 

イ 歳入 

令和２年度の収入済額は、２５億５１５万６，０６５円で前年度に比べ１億７

４１万４，４３３円、４．１％の減少となった。 

なお、款別における前年度との比較は、表１３のとおりである。 

（表１３）【対前年度収入済額比較表】              （単位：円・％） 

款 別 
収入済額 

増減率 
令和２年度 令和元年度 増減額 

１国民健康保険税 483,558,627 497,530,909 △13,972,282 △2.8 

２国庫支出金 2,824,000 448,000 2,376,000 530.4 

３県支出金 1,752,444,223 1,801,138,374 △48,694,151 △2.7 

４繰入金 113,634,888 114,501,141 △866,253 △0.8 

５繰越金 138,919,279 184,317,743 △45,398,464 △24.6 

６諸収入 13,775,048 14,634,331 △859,283 △5.9 

10財産収入 0  0 0.0 

合  計 2,505,156,065 2,612,570,498 △107,414,433 △4.1 

※予算現額対比及び前年度比の各数値は小数点以下第２位を四捨五入。 

国民健康保険税は、４億８，３５５万８，６２７円で前年度に比べ１，３９７万

２，２８２円、２．８％の減少となった。この要因については、被保険者数の減少

や低所得化によるものである。今後も安定的な財政運営が行われるよう一層の税収

確保に取り組んでいただきたい。 

国庫支出金は、２８２万４，０００円で前年度に比べ２３７万６千円、５３０．

４％の増加となった。この要因については、新型コロナウイルス感染症による保険

税軽減分が災害臨時特例補助金として増加したためである。 

県支出金は、１７億５，２４４万４，２２３円で前年度に比べ４，８６９万４，

１５１円、２．７％の減少となった。 

繰越金は、１億３，８９１万９，２７９円で前年度に比べ４，５３９万８，４６

４円、２４．６％の減少となった。 

 

ウ 歳出 



－ 16 － 

令和２年度の決算額は、２３億７，１４３万８，６７７円で前年度に比べ１億

２２１万２，５４２円の減少となった。また不用額は１億４，１９３万２，３２

３円で前年度に比べ２，５７６万３，５４２円、２２．２％の増加となり、予算

現額に占める割合は５．６％であった。このことから、安定的な財政運営が図ら

れているといえよう。 

なお、款別における前年度との比較は、表１４のとおりである。 

（表１４）【対前年度支出済額比較表】           （単位：円・％） 

款 別 
支出済額 

増減率 
令和２年度 令和元年度 増減額 

１総務費 6,729,486 8,377,739 △1,648,253 △19.7 

２保険給付費 1,670,219,813 1,730,379,748 △60,159,935 △3.5 

３国民健康保険事業費納付金 548,578,334 584,032,975 △35,454,641 △6.1 

４共同事業拠出金 390 340 50 14.7 

５保健事業費 31,811,688 37,574,956 △5,763,268 △15.3 

６基金積立金 100,000,000 100,000,000 0 0.0 

７諸支出金 14,098,966 13,285,461 813,505 6.1 

８予備費 0 0 0 0.0 

合  計 2,371,438,677 2,473,651,219 △102,212,542 △4.1 

※予算現額対比及び前年度比の各数値は小数点以下第２位を四捨五入。 

支出済総額のうち、保険給付費、国民健康保険事業費納付金及び基金積立金の

合計で、２３億１，８７９万８，１４７円、全体の９７．８％を占めている。 

支出済総額のうち７０．４％を占める保険給付費は、１６億７，０２１万９，

８１３円で前年度に比べ６，０１５万９，９３５円、３．５％の減少となった。

この主な要因については、新型コロナウイルス感染拡大における受診控えなどが

考えられる。 
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（２）学校給食費特別会計 

ア 決算の状況 

令和２年度の決算額は、歳入合計５，４８５万９５０円、歳出合計５，４５４

万３，８２５円で形式収支は３０万７，１２５円の黒字である。 

収入済額・支出済額を前年度と比較すると、収入済額は８５５万８，５２７円、

１３．５％減少、支出済額についても８６６万７，９８８円、１３．７％減少と

なった。また、予算現額に対する決算額は収入率が９９．５％で執行率は９９．

０％となっている。 

なお、予算現額及び決算額を前年度と比較すると、表１５のとおりである。 

（表１５）                               （単位：円・％） 

区 分 予算現額 
決算額 予算現額対比 

収入済額 支出済額 差引額 収入 支出 

令和２年度 55,103,000 54,850,950 54,543,825 307,125 99.5 99.0 

令和元年度 69,500,000 63,409,477 63,211,813 197,664 91.2 91.0 

増減 △14,397,000 △8,558,527  △8,667,988  109,461 － － 

前年度比 △20.7 △13.5 △13.7 55.4 － － 

※予算現額対比及び前年度比の各数値は小数点以下第２位を四捨五入。 

 

イ 歳入 

令和２年度の収入済額は、５，４８５万９５０円で前年度に比べ８５５万８，

５２７円、１３．５％の減少となった。 

なお、款別における前年度との比較は、表１６のとおりである。 

（表１６）【対前年度収入済額比較表】            （単位：円・％） 

款 別 
収入済額 

増減率 
令和２年度 令和元年度 増減額 

１給食費 54,642,487 63,160,356 △8,517,869 △13.5 

２寄附金 0 0 0 0.0 

３繰越金 197,664 231,655 △33,991 △14.7 

４諸収入 10,799 17,466 △6,667 △38.2 

合  計 54,850,950 63,409,477 △8,558,527 △13.5 

※予算現額対比及び前年度比の各数値は小数点以下第２位を四捨五入。 
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給食費は、５，４６４万２，４８７円で前年度に比べ８５１万７，８６９円、

１３．５％の減少となった。この要因については、新型コロナウイルス感染症の

影響による学校の休校により、給食を実施せず、４月、５月分の給食費の納入が

なかったためであると考えられる。 

 

ウ 歳出 

令和２年度の決算額は、歳出合計５，４５４万３，８２５円で前年度に比べ８

６６万７，９８８円の減少となった。また不用額は５５万９，１７５円で前年度

に比べ５７２万９，０１２円、９１．１％の減少となり、予算現額に占める割合

は１．０％であった。 

なお、款別における前年度との比較は、表１７のとおりである。 

（表１７）【対前年度支出済額比較表】            （単位：円・％） 

款 別 
支出済額 

増減率 
令和２年度 令和元年度 増減額 

１教育費 54,543,825 63,211,813 △8,667,988 △13.7 

合  計 54,543,825 63,211,813 △8,667,988 △13.7 

※予算現額対比及び前年度比の各数値は小数点以下第２位を四捨五入。 

支出済総額は、給食賄材料費のみである。 

減少の主な要因については、歳入と同様に新型コロナウイルス感染症の影響で

あると考えられる。 
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（３）介護保険特別会計 

ア 決算の状況 

令和２年度の決算額は、歳入合計１８億４，７５０万５，６９１円、歳出合計

１７億７，０５８万９，４０４円で、形式収支は７，６９１万６，２８７円の黒

字である。 

収入済額・支出済額を前年度と比較すると、収入済額は５，７９６万５，４８

６円、３．２％、支出済額についても７，７８９万４，２７２円、４．６％とと

もに増加となった。また、予算現額に対する決算額は収入率が９９．３％で執行

率は９５．２％となっている。 

なお、予算現額及び決算額を前年度と比較すると、表１８のとおりである。 

（表１８）                             （単位：円・％） 

区 分 予算現額 
決算額 予算現額対比 

収入済額 支出済額 差引額 収入 支出 

令和２年度 1,860,619,000 1,847,505,691 1,770,589,404 76,916,287 99.3 95.2 

令和元年度 1,811,344,000 1,789,540,205 1,692,695,132 96,845,073 98.8 93.4 

増減 49,275,000 57,965,486 77,894,272 △19,928,786 － － 

前年度比 2.7 3.2 4.6 △20.6 － － 

※予算現額対比及び前年度比の各数値は小数点以下第２位を四捨五入。 

 

イ 歳入 

令和２年度の決算額は、歳入合計１８億４，７５０万５，６９１円で前年度に

比べ５，７９６万５，４８６円、３．２％の増加となった。 

なお、款別における前年度との比較は、表１９のとおりである。 

（表１９）【対前年度収入済額比較表】           （単位：円・％） 

款 別 
収入済額 

増減率 
令和２年度 令和元年度 増減額 

１保険料 463,879,601 461,267,650 2,611,951 0.6 

２国庫支出金 326,912,200 315,724,662 11,187,538 3.5 

３支払基金交付金 448,589,269 435,175,137 13,414,132 3.1 

４県支出金 266,316,392 258,919,056 7,397,336 2.9 

５財産収入 7,019 7,038 △19 △0.3 

６繰入金 244,885,153 234,616,589 10,268,564 4.4 

７繰越金 96,845,073 83,778,273 13,066,800 15.6 

８諸収入 70,984 51,800 19,184 37.0 

合  計 1,847,505,691 1,789,540,205 57,965,486 3.2 
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※予算現額対比及び前年度比の各数値は小数点以下第２位を四捨五入。 

収入済額が増加した主な項目とその要因については、法定負担割合により交付

される国庫支出金、支払基金交付金及び県支出金については、要介護認定者数の

増加に伴い介護給付費についても増加していることからそれぞれの負担金で増加

となっており、町からの繰入金も増加となっている。 

 

ウ 歳出 

令和２年度の決算額は、歳出合計１７億７，０５８万９，４０４円で前年度に

比べ７，７８９万４，２７２円の増加となった。また不用額は９，００２万９，

５９６円で前年度に比べ２，８６１万９，２７２円、２４．１％の減少となり、

予算現額に占める割合は４．８％であった。 

なお、款別における前年度との比較は、表２０のとおりである。 

（表２０）【対前年度支出済額比較表】             （単位：円・％） 

款 別 
支出済額 

増減率 
令和２年度 令和元年度 増減額 

１総務費 17,393,041 16,299,301 1,093,740 6.7 

２保険給付費 1,626,778,567 1,593,810,445 32,968,122 2.1 

３地域支援事業費 52,519,165 56,666,186 △4,147,021 △7.3 

４基金積立金 50,007,019 7,038 49,999,981 710,428.8 

５諸支出金 23,891,612 25,912,162 △2,020,550 △7.8 

６予備費 0 0 0 0.0 

合  計 1,770,589,404 1,692,695,132 77,894,272 4.6 

※予算現額対比及び前年度比の各数値は小数点以下第２位を四捨五入。 

支出済総額のうち、保険給付費は、前年度比で３，２９６万８，１２２円、２．

１％の増加となった。その要因については、要介護認定者数の増加に伴い、介護

サービス等諸費が前年度に比べ、４，２１５万３，０３２円、２．９％の増加し

たことによるものである。また、将来の高齢化社会を見据えて、余剰金５，００

０万円を基金に積み立てた。このことから、安定的な財政運営が図られていると

いえよう。 
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（４）後期高齢者医療特別会計 

ア 決算の状況 

令和２年度の決算額は、歳入合計２億２，９７５万４，７５３円、歳出合計２

億２，２１７万７，３２５円で、形式収支は７５７万７，４２８円の黒字である。 

収入済額・支出済額を前年度と比較すると、収入済額は１，３０７万７，９８

１円、６．０％、支出済額についても７９２万９，４９１円、３．７％とともに

増加となった。また、予算現額に対する決算額は収入率が９８．２％で執行率は

９４．９％となっている。 

なお、予算現額及び決算額を前年度と比較すると、表２１のとおりである。 

（表２１）                             （単位：円・％） 

区 分 予算現額 
決算額 予算現額対比 

収入済額 支出済額 差引額 収入 支出 

令和２年度 234,000,000 229,754,753 222,177,325 7,577,428 98.2 94.9 

令和元年度 217,630,000 216,676,772 214,247,834 2,428,938 99.6 98.4 

増減 16,370,000 13,077,981 7,929,491 5,148,490 － － 

前年度比 7.5 6.0 3.7 212.0 － － 

※予算現額対比及び前年度比の各数値は小数点以下第２位を四捨五入。 

 

イ 歳入 

令和２年度の決算額は、歳入合計２億２，９７５万４，７５３円で前年度に比

べ１，３０７万７，９８１円、６．０％の増加となった。 

なお、款別における前年度との比較は、表２２のとおりである。 

（表２２）【対前年度収入済額比較表】           （単位：円・％） 

款 別 
収入済額 

増減率 
令和２年度 令和元年度 増減額 

１後期高齢者医療保険料 179,505,080 168,114,420 11,390,660 6.8 

２繰入金 47,570,785 45,985,465 1,585,320 3.4 

３繰越金 2,428,938 2,549,577 △120,639 △4.7 

４諸収入 249,950 27,310 222,640 815.2 

合  計 229,754,753 216,676,772 13,077,981 6.0 

※予算現額対比及び前年度比の各数値は小数点以下第２位を四捨五入。 
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収入済総額の８割以上を占める後期高齢者医療保険料は、被保険者数が前年度に

比べ 80人増加したことにより、全体で１，１３９万６６０円の増加となった。 

 

ウ 歳出 

令和２年度の決算額は、歳出合計２億２，２１７万７，３２５円で前年度に比

べ７９２万９，４９１円の増加となった。 

なお、款別における前年度との比較は、表２３のとおりである。 

（表２３）【対前年度支出済額比較表】               （単位：円・％） 

款 別 
支出済額 

増減率 
令和２年度 令和元年度 増減額 

１総務費 2,682,689 2,878,826 △196,137 △6.8 

２後期高齢者医療広域連

合納付金 
219,254,686 210,921,649 8,333,037 4.0 

３諸支出金 239,950 447,359 △207,409 △46.4 

４予備費 0 0 0 0.0 

合  計 222,177,325 214,247,834 7,929,491 3.7 

※予算現額対比及び前年度比の各数値は小数点以下第２位を四捨五入。 

款別における支出済額については、後期高齢者医療広域連合納付金が増加とな

った。支出済総額の９８．７％を占める後期高齢者医療広域連合納付金は、町が

徴収した保険料と低所得者等の保険料軽減分を公費で補填するために一般会計か

ら繰り入れる保険基盤安定事業負担金を合わせて納付するものであり、前年度に

比べ８３３万３，０３７円、４．０％の増加となった。 
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川 島 町 土 地 開 発 基 金  

 

第１ 審査の概要 

 令和２年度川島町土地開発基金の運用状況の審査に当たっては、基金が条例の趣

旨に沿って、適正に運用されたか、計数に誤りがないかなどについて慎重に審査し

た。 

 

第２ 審査の結果 

 基金に係る運用状況については、運用状況調書、関係諸帳簿及び証拠書類等を照

合審査した結果、計数に誤りのないことを確認した。 

 

第３ 基金の増減及び運用状況 

 令和２年度においては、預金利子３５，２９６円が積み立てられ、令和２年度末

現在高は７，０７２万４，０９０円となっている。 

 令和２年度の基金運用状況は次のとおりである。 

 

区  分 令和２年度末現在高 令和元年度末現在高 比較増減高 

基金総額 70,724,090 円 70,688,794 円 35,296 円 

内 

訳 

現 金 70,724,090 円 70,688,794 円 35,296 円 

不動産 0 円 0 円 0 円 
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川 島 町 福 祉 資 金 貸 付 基 金  

 

第１ 審査の概要 

 令和２年度川島町福祉資金貸付基金の運用状況の審査に当たっては、基金が条例

の趣旨に沿って、適正に運用されたか、計数に誤りがないかなどについて慎重に審

査した。 

 

第２ 審査の結果 

 基金に係る運用状況については、運用状況調書、関係諸帳簿及び証拠書類等を照

合審査した結果、計数に誤りのないことを確認した。 

 また、条例の趣旨に沿って、適正に運用されているものと認められた。 

 

第３ 基金の増減及び運用状況 

 令和２年度においては、貸付はなかった。 

令和２年度の基金運用状況は次のとおりである。 

 

区  分 令和２年度末現在高 令和元年度末現在高 比較増減高 

基金総額 4,000,000 円 4,000,000 円 0 円 

内訳 現金  4,000,000 円  4,000,000 円 0 円 
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川島町育英資金貸付基金 

 

第１ 審査の概要 

 令和２年度川島町育英資金貸付基金の運用状況の審査に当たっては、基金が条例

の趣旨に沿って、適正に運用されたか、計数に誤りがないかなどについて慎重に審

査した。 

 

第２ 審査の結果 

 基金に係る運用状況については、運用状況調書、関係諸帳簿及び証拠書類等を照

合審査した結果、計数に誤りのないことを確認した。 

 また、条例の趣旨に沿って、適正に運用されているものと認められた。 

 

第３ 基金の増減及び運用状況 

 令和２年度においては、７件の貸付件数があり、延べ１８４万円の貸付を行った。 

令和２年度の基金運用状況は次のとおりである。 

 

区  分 令和２年度末現在高 令和元年度末現在高 比較増減高 

基金総額 20,000,000 円 20,000,000 円 0 円 

内訳 
現金 5,059,140 円 3,736,740 円 1,322,400 円 

貸付金 14,940,860 円 16,263,260 円 △1,322,400 円 
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財政健全化審査 

第１ 審査の概要 

 この財政健全化審査は、地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項

の規定により、川島町長から提出された健全化判断比率及びその算定基礎となる事

項を記載した書類が、適正に作成されているかどうかを主眼として実施したもので

ある。 

第２ 審査の結果 

（１）総合意見 

 審査に付された下表の健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した

書類は、審査した範囲において、いずれも適正に作成されているものと認められる。                              

   （単位：％） 

健全化判断比率 令和２年度 令和元年度 早期健全化基準 

①実質赤字比率 － － 14.79 

②連結実質赤字比率 － － 19.79 

③実質公債費比率 4.6 5.1 25.00 

④将来負担比率 29.6 31.9 350.0 

（※赤字額がないため、①実質赤字比率と②連結実質赤字比率は「－」表示になる） 

（２）個別意見 

 ① 実質赤字比率について 

   令和２年度の実質赤字比率は、令和元年度と同様、実質収支額が黒字である

ため、実質赤字額はなく、良好な状態を示している。 

 ② 連結実質赤字比率について 

   令和２年度の連結実質赤字比率は、令和元年度と同様、一般会計、特別会計

ともに実質黒字であるため、連結実質赤字額がなく、良好な状態を示している。 

③ 実質公債費比率について 

令和２年度の実質公債費比率は４．６％となっている。早期健全化基準の２

５．０％と比較すると、これを下回っており、健全な状態にあると認められる。 

④ 将来負担比率について 

令和２年度の将来負担比率は２９．６％となっており、早期健全化基準の３

５０．０％と比較すると、健全な状態にあると認められる。 

（３）是正改善を要する事項 

 特に指摘すべき事項はない。 


